
 

 

 

 

 

 

 長野県では、地上設置型の太陽光発電施設の設置等に関し、県及び事業者の責務を明

らかにするとともに、適正な施設の設置に関する手続等を定めた標記条例を昨年10月に

公布し、令和６年４月１日から施行します。（概要：別紙のとおり） 

 条例の円滑な施行に向けて、発電事業を行う皆様を対象とした説明会を開催します。 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例」の施行に 

向けて、発電事業を行う皆様を対象とした説明会を開催します 

（問合せ先） 
担 当 環境政策課ゼロカーボン推進室 

再生可能エネルギー係 
       松本、奈良井、杉本 

電 話 026-235-7179（直通） 
026-232-0111（代表）内線 2728 

ﾌｧｸｼﾐﾘ 026-235-7491 
メール taiyoko-jorei@pref.nagano.lg.jp 

長野県（環境部）プレスリリース 令和６年（2024年）１月 18日 

１ 説明会の内容 

（１）条例の内容       （２）新たに事業を実施する場合の手続  

（３）既存施設に係る手続   （４）市町村条例との関係 等 

２ 開催日程等 

（１）オンライン説明会 

① 開催日時 

令和６年２月９日（金） 午後１時 30分から３時まで 

② 開催方法 

オンライン（Microsoft Teams ウェビナー） 

次の URL又は右の QRコードより事前の参加登録をお願いします。 

https://events.teams.microsoft.com/event/c808d2db-caac-4f5b-b86c-

f65225e73d76@0fd167c8-9f5e-4fde-8448-b50455babf8b 

（２）対面説明会 

① 会場・開催日時 

会場 日時 

佐久会場  佐久合同庁舎 404号会議室（佐久市跡部 65-１） 
令和６年２月 14日（水） 

10：00～11：30 

松本会場  松本合同庁舎 502号会議室(松本市島立 1020） 
令和６年２月 14日（水） 

15：00～16：30 

上伊那会場 伊那合同庁舎 講堂(伊那市荒井 3497） 
令和６年２月 15日（木） 

10：30～12：00 

長野会場  長野県庁 講堂（長野市南長野幅下 692−2） 
令和６年２月 16日（金） 

13：30～15：00 

② 注意事項 

・ 事前のお申し込みは不要です。 

・ 駐車場に限りがあるため、できるだけ公共交通機関をご利用ください。 

３ その他 

・ 当日の説明資料は、開催日までに次の長野県ホームページに掲載し

ます。また、２月９日（金）の説明会の模様も後日掲載します。 

https://www.pref.nagano.lg.jp/zerocarbon/20231016

jyoureipe-ji.html 

・ 発電施設の全部を建築物（建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第２条第１号に規定

するもの）に設置して行う太陽光発電事業は条例手続の対象外となります。 

 

 

 

３ 閲覧方法 

  素案については次の URLからご覧いただけます。 

URL https://www.pref.nagano.lg.jp/zerocarbon/taiyokojyoreipabukome.html 

また、環境部環境政策課ゼロカーボン推進室（県庁本館棟６階）、県行政情報センター（県

庁西庁舎１階）、各合同庁舎行政情報コーナーでもご覧いただけます。 
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■対象となる施設

長野県内の出力10kW以上の太陽光発電施設（建築物の屋根、屋上等に設置されるものを除く。）

■必要となる主な手続

【令和６年４月１日以降、新たに設置される施設の場合】

○事業基本計画書の作成・提出
・施設を設置しようとするときは、事業構想段階での計画を記載した書面を提出することが必要に
なります。（事業者名、規模、環境・景観配慮、災害対策、維持管理、地域社会に資する事項等）

・環境配慮区域内では、事業による影響の整理、環境保全策の検討が必要になります。
（50kW以上の施設に限ります。）

○事業基本計画説明会の開催
・施設を設置しようとするときは、事業基本計画書を提出した日の翌日から起算して14日を経過し
た日以後に、当該施設の設置に関する説明会を開催することが必要になります。

・説明会等で地域住民等から寄せられた意見・質問について、誠実に回答しなければなりません。

○事前に施設の設置許可申請又は設置届の提出
・出力50kW以上の施設を特定区域内※に設置する場合・・・設置許可申請
・上記以外の施設を設置する場合・・・・・・・・・・・・・設置届

○標識の掲示・維持管理
・施設には、事業者の連絡先などを記載した標識を掲示することが必要になります。
・土砂災害等の発生の防止のため及び周辺地域の環境の保全に支障がないよう適切に維持管理を行
うための維持管理計画を作成し、公表することが必要になります。

・事故又は土砂災害等により当該施設に損壊が生じ、又は周辺地域の環境の保全に支障が生じた場
合には速やかに復旧等の必要な措置を講ずるとともに、報告が必要になります。

○撤去時の措置
・太陽光発電施設を撤去しようとするときは、あらかじめ届出が必要になります。

【現在、運転中の施設の場合】※令和６年３月31日までに設置工事に着手した施設を含みます。

・令和６年９月30日までに維持管理計画を策定・公表するとともに施設情報に関する届出が必要とな
るほか、施設には事業者の連絡先などを記載した標識を掲示することが必要になります。

・届出後も一定の要件に該当する変更が生じた場合は、届出等が必要となります。

令和６年４月以降、長野県内に地上設置型の太陽光発電施設を新たに設置する場合は、
許可申請又は届出などの手続が必要になります。また、既に運転中の施設や工事中の施
設についても、一定の事項について届出等が必要になります。

◎条例が遵守されない場合は、指導・助言等の手続を経て許可の取消し、事業者名等の公表、過料の
徴収等の罰則が適用されます。

◎また、県内において太陽光発電事業に関する法・条例に違反又は処分を受けた者など、不正な行為を
するおそれがある事業者の許可申請について、欠格期間が設定されます。

【※特定区域】
①森林法第５条第１項の地域森林計画の対象となっている民有林の区域
②地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域
③急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域
④土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項の土砂災
害特別警戒区域

⑤長野県砂防指定地管理条例第２条第１項に規定する砂防指定地

長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例
（令和５年長野県条例第24号）のあらまし



条例に基づく手続の流れ
（主な手続を記載しています。これら以外にも手続が必要になる場合があります。）

特定区域外の場合

事業基本計画書の提出・説明会の開催

●事業区域の選定、地域住民の生活や環境に留意し、事業の構想段階である事業基本計画書を作成し、
14日以上の周知期間をおいて事業基本計画書の内容を地域住民等に丁寧に説明する必要があります。

●事業基本計画書について30日以上の意見募集期間を設けるとともに、意見が出された場合には誠実
に回答してください。

●これ以降の段階においても地域住民等と良好な関係を構築するよう努めてください。
●他法令で関連するものがある場合には、関係機関への相談や手続等を行うほか、ガイドライン等の
遵守をしてください。

特定区域内の場合

事
業
基
本
計
画
段
階

設置許可申請
●当該区域は災害リスクのある区域です。
●許可申請の内容に変更が生じた場合に
は、変更の許可又は変更の届出を行う
必要があります。

設置届出
●特定区域外で事業を行う場合には、事前
に届出をする必要があります。

●届出の内容に変更が生じた場合には変更
届出を行う必要があります。

許可
●許可基準に適合することが必要です。

工事着手・完了届出
●設置工事に着手したとき及び設置工事を完了したときは届出を行う必要があります。

太陽光発電施設等の維持管理
●太陽光発電施設及び事業区域を適切に維持管理するため、作成した維持管理計画に従い適切に維持
管理する必要があります。

●作成した維持管理計画及び維持管理の状況については、インターネットでの公表、標識に掲示する
など容易に確認できる方法により公表してください。

●太陽光発電施設を撤去するまで太陽光発電施設及び事業区域を適切に維持管理する必要があります。

太陽光発電施設の撤去届出
●太陽光発電施設の撤去を行う30日以上前に、撤去届出を行う必要があります。
●撤去後は、維持管理計画に記載した方法により事業に供した土地の緑化を行うなどの対応をしてくだ
さい。

工
事
中

撤
去

設置届出から
30日以上
空けることが
必要

稼
働
中

【条例に関するお問い合わせ先】
長野県環境部環境政策課ゼロカーボン推進室再生可能エネルギー係
〒380-8570長野県長野市南長野幅下692-2
TEL:026-235-7179 FAX:026-235-7149
taiyoko-jorei@pref.nagano.lg.jp


